
 

（第２号様式）   
令和 ３年 ３月 31 日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立愛川高等学校長  

令和２年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月３日実施） 

総合評価（３月 25日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
教育課程 
学習指導 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ JSL=Japanese 
as a second 
language 

１ 確かな学力

の定着および学

習習慣の確立に

向けた取組を行

う。 

２ 自己肯定感

とコミュニケー

ション力の向上

を目指し、一層

の授業改善をす

すめる。 

３ 個々の能

力・状況に応じ

た学習支援体制

を整える。 
４ 日本語を母
語としない(JSL
※)生徒に対し
ても確かな学力
の保証をはか
る。 

１ 生徒が「わ

かる」と感じ、

授業や課題に主

体的に取り組め

るようにする。 

２ 生徒の状況

に応じた個別支

援体制を整え

る。 

３ 新カリキュ

ラム策定に合わ

せ、カリキュラ

ムの精選と学校

設定科目の見直

しを行う。 

１ 生徒が主体

的に取り組める

よう授業改善を

進め、確かな学

力の定着ととも

に達成感を得ら

れるようにす

る。 

２ JSL生徒を

はじめ個々の状

況に応じ補習や

学習相談などの

支援が行えるよ

う、時間的配慮

や環境整備に努

める。 

 

１ 生徒による

授業評価の項目

「生徒の達成

感」において、

評価４，３の計

が 90％を越える

か。 

２ 昼休みや放

課後の時間確保

ができたか。教

室や職員室前ス

ペースなどの環

境整備ができた

か。 

 

１ 分散登校、自宅
学習の期間があり、
指導計画の見直しが
行われた。通常の授
業が行われるように
なってから、授業の
工夫も進めることが
できた。困難な状況
での授業評価におけ
る「学習の状況につ
いて」（第２回から
質問項目が変更され
た）は、４項目の評
価４，３の計は約 80
～85％で目標には達
していないが、困難
な状況の中では成果
があがっていると判
断できる。 
２ 職員室前スペー
スなどの活用状況は
高いが、時間確保に
ついては十分とはい
えない。 

１ 分散登校、自宅
学習の期間では、課
題の工夫やリモート
授業などが行われ
た。通常授業に戻
り、１人では学習で
きない生徒が取り組
めるよう、今後とも
工夫を進めていく。 
２ 教室の整備につ
いてはユニバーサル
スタイルを導入する
など改善を進めてい
る。会議だけでなく
生徒対応等に多くの
時間を割かれる傾向
は続いている。 

１ コロナ禍の中、
自宅学習期間や通常
授業においてもさま
ざまな工夫が行わ
れ、学力の維持、向
上のために最善の努
力が払われ、成果を
上げることができた
と評価したい。一方
で、生徒の授業評価
中の「生徒の達成
感」が 85％にとど
まり、目標に達しな
かった要因について
検証が行われると良
いと思います。 
・大学との連携協定
は生徒の学力向上や
キャリア形成にとっ
て大きな効果が期待
されるところだと思
います。 
 

１ 通常授業になってからの授
業における工夫がみられた。進
めることができた。生徒の授業
評価中の「生徒の達成感」が
85％にとどまり、目標に達しな
かった要因について検証が行わ
れると良い。 
 
２ 職員室前スペースは、活用
状況の高さから環境整備はでき
た。効果的な活用に向けた仕組
みの構築が必要である。 

１ 生徒の達成感を上げるため
の更なる授業改善を組織的に行
う。また、生徒が「わかる」と
感じるだけでなく「学力がつい
た」と実感できる授業の実践の
他、効果を見極めるチェック体
制を整える。 
 
２ 職員室前スペース使用にお
ける一定のルール作りと使用調
整をしていく。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

１ 地域の中の
学校として地域
とともに規範意
識の向上を図
り、リーダーシ
ップを育成する
事でコミュニケ
ーション能力の
向上をめざす。 
２ 個別支援を
積極的に推進し
個々に応じた指
導を行う。 
３ 中学校との
連携や交流を生
かし、部活動・
学校行事の活性
化を図る。 
４ 生徒の主体
的な学校行事へ
の取組を推進す
る。その活動を
通して自己肯定
感の醸成とコミ
ュニケーション
力の向上を図
る。 

１ 規範意識と
は何かを具体性
を持って考えさ
せる。 
２ 不登校生徒
を早期に認識し
短期的な指導方
針を共有する。 
３ 生徒会活動
や部活動におい
て中学校との交
流の機会を増や
す。 
４ 学校行事の
企画運営におい
て生徒会本部を
中心とした自主
的・組織的な活
動を展開する。 

２ 週 1 回のミ
ーティングを通
して課題を共有
し方向性を学年
に伝える。 
４ 各行事で、
全校生徒からの
要望を生徒会役
員 が 取 り ま と
め、提案し、反
映させることで
自分達自身で行
事を創り上げる
意 識 を 持 た せ
る。 

２ 不登校生徒
が再度学校に目
を 向 け る 率 が
20％高められた
か。 
４ 各行事に自
主的・組織的に
活動することが
できたか、事後
アンケート等に
より評価する。 

２ 週 1 回のミーテ
ィングを通して情報
の共有と課題を見つ
け出すことができる
ようになった。不登
校生徒が再度学校に
目を向ける率を 20％
高めるまでに到達で
きた。 
４ 新型コロナの影
響により、多くの行
事が中止や縮小する
中で、11 月に延期し
た体育祭は充分な準
備期間を設けること
ができ、委員会活動
や部活動等の様々な
立場で生徒の自主性
等を発揮させること
ができた。 

２ 不登校生徒への
学年での情報共有を
徹底し役割分担を決
めて早めにアプロー
チをする。 
また登校できるよう
になった生徒に目を
向け次の中期的なス
テップを共有するこ
とが出来るような時
間確保が課題とな
る。 
４ 生徒会本部役員
の学校行事への関わ
り方について、さら
に組織的な活動にし
ていくことが今後の
課題と考えられる。 

４ コロナ禍での多
くの行事が中止、縮
小等せざるを得ない
状況の中、体育祭が
開催できたとのこと
は、教職員、生徒の
協力があったからこ
そ、実現したもので
あると思います。十
分な準備時間をか
け、学年を問わない
仲間、教職員との意
見交換、努力がなさ
れたと思います。生
徒にとってコミュニ
ケーションの大切
さ、そして、目標達
成感を感じる充実し
た時間であったと思
うと共に、良き思い
出として残るのでは
ないでしょうか。 
 

２ 不登校生徒が再度学校に目
を向ける率を 20％高められたこ
とは、定期的なミーティングの
成果である。学年で情報共有を
することに加え、スクールカウ
ンセラーや教育相談コーディネ
ーターと連携する仕組みを構築
する必要がある。 
 
４ コロナ禍で多くの学校行事
が中止や縮小する中で、体育祭
を開催することができ、生徒の
自主性を発揮できる場となっ
た。 
委員会や部活動、生徒会本部が
さらに組織的に行事を運営して
いくことが今後の課題となる。 

２ 早めの対応、さらに踏み込
んだ指導・支援のため、役割分
担を決めて対応する。また、登
校できるようになった生徒をフ
ォローするために情報共有する
時間を確保する。 
 
４ 各学校行事の早期の準備と
職員組織の改善や、生徒会本部
や委員会、部活動などの役割の
分担の明確化や協力体制を確立
する。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月３日実施） 

総合評価（３月 25日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

１ 総合的な探
究の時間の活用
を含む地域と連
携した取組を用
いながら、生徒
の３年間を見通
した指導によ
り、自分の価値
観を見つめ、関
心分野を広げ深
めた上で、主体
的に希望する進
路指導を実現す
る。 

１ 総合的な探
究の時間の活用
を含む進路指導
体制の確立、お
よび保護者を含
めた生徒のため
の進路支援体制
の推進。 

１ 総合的な探
究の時間の活用
を組織的に、か
つ継続的なもの
と し て 構 築 す
る。探究活動や
成果発表などの
探究の手法を進
路決定に活用す
る。 
また保護者向け
説明会など保護
者の進路意識を
高める働きかけ
を行い、生徒と
ともに進路活動
を進める体制を
構築する。 

１ 生徒が自ら
目標を設定し、
挑戦できたか。 
・総合的な探究
の時間を活用で
きたか。 
・生徒の進路希
望の達成率 85％
以上の達成をし
たか。 
・教員研修によ
り進路指導スキ
ル が 向 上 し た
か。 
・保護者向けの
進路行事等の参
加率が前年比を
向上したか。 

1・総合的な探究の
時間は、１学年では
仲間づくり、２学年
では修学旅行を視野
にいれた取組を推進
中である。 
・３学年は概ね希望
の進路を追求し、合
格も例年並みに果た
した。進路決定率
80.7%(2/10現在) 
・当初の時期より遅
れたが、１・２学年
の保護者向けに進路
決定・受験費用の意
識を高めるきっかけ
をつくれた。参加率
はコロナ禍の影響で
減少した。 

1・次年度は３学年
揃った探究の取組み
となるため、学年間
の連携をより進めて
改善に努める。 
・３学年の進路指導
は新しい方式が進ん
でいるので情報を捉
え変化に即時対応を
考える。 
・保護者向けの進路
説明会は学費等のこ
とではより早い時期
の方が対処しやすい
ため全学年への働き
かけを追求する。 

・大学との連携は生
徒の進路にもつなが
ることでしょうか
ら、今後も積極的に
関係づくりをして欲
しいと考えます。 
・保護者向けの説明
会は年間で数回開催
することは可能でし
ょうか？年初に開催
日を伝え、必ず１回
は参加してもらえる
よう促す、というよ
うなかたちで保護者
の意識に訴えていけ
たら良いかと思いま
す。 

１ コロナ禍で対話的な学習が
制限されるなか、発表等も行
い、探究活動を推進できた。ま
た新しく東京家政学院大学と神
奈川工科大学との連携協定を結
んだことにより探究活動を深め
ることが可能となった。 
生徒の適性に合った進路指導

を進めることができた。進路希
望の最終達成率は 85.7％で目標
値を達成できた。 
 保護者説明会は、より早い段
階での周知が必要と思われた。 

１ 探究活動が３年目となるた
め、学校生活全体を通したプロ
グラムの見極める時期である。 
生徒の適正と希望を見極め、

最適な進路支援を行うため、進
路の意識付けを早め、生徒保護
者に的確な情報提供を計画的に
行っていく。 
保護者説明会も次年度は全学

年の保護者を対象に行い、より
早い段階での周知を推進する。 

４ 地域等との協働 

１ 学校運営協
議会を中心に地
域との協働を目
指す。また、地
域・学校協働本
部との連携を円
滑にし、学校外
の学修を推進す
る。 

１ 地域・学校
協働本部（明日
楓会）との連携
をより密にする
と同時に、前年
度の反省を活か
し、生徒がより
良い活動を行え
るように取り組
む。 

１ 地域と学校
協働本部（明日
楓会）を軸とし
た学校外の学修
を学校全体で推
進する。 
２ 本部と教員
間の連絡を徹底
し、教員から生
徒への連絡をス
ムーズに行う。 
３ 部活動や生
徒会活動、連携
生の活動の機会
を増やす。 

１ 学校全体で
学校外の学修が
どれだけ取り上
げ ら れ て い た
か。 
２ 担当教員だ
けでなく、学年
や学校を通して
どれだけ意識し
て生徒に取り組
ませられたか。 
３ 学年の隔て
を越えて、それ
ぞれの学年での
経験を他学年へ
共有できたか。 

１ 新型コロナの影
響により学校外の学
修の実施は困難な状
況であったが、オン
ラインでの就業体験
等を取り入れること
ができた。現状を鑑
み、来年度より卒業
履修要件から外すこ
ととした。 
２ 教員への周知不
足であった。 
３ 新型コロナの影
響で生徒の活動の機
会を増やすことはで
きなかった。   

１ 今後は地域連携
の観点から、連携生
を中心に地域学校協
働本部と連携を図っ
ていくことを課題と
する。 
２ 教員への周知が
うまくできていない
ことが課題となっ
た。 
３ コロナ禍であっ
ても生徒ができるこ
とを模索していくこ
とが課題である。 

１ 学校外の学修が
来年度から卒業履修
要件から外れること
になりますが、今 
までの経緯や成果等
を検証し、今まで以
上に地域学校協働本
部と学校・教職員と
の連携の強化が課題
と思われます。 
対象が連携生中心と
なるとその課題を整
理して対応すること
が求められると思い
ます。 
 

１ 新型コロナの影響により、
就業体験やボランティア活動の
実施が縮小し、次年度以降に全
生徒への実施が困難となったた
め、来年度入学制より卒業要件
より外すこととなった。地域学
校協働本部との連携を強化し、
生徒のニーズにあった受け入れ
場所の開拓が必要となる。今後
は、中高連携生を中心に地域連
携を主眼とした活動の機会を確
保し推進する必要がある。 

１ 地域連携の観点から地域学
校協働本部との連携強化が重要
である。また、本来のボランテ
ィア活動の趣旨に基づいた活動
展開を推進する。 

５ 
学校管理 
学校運営 

１ 「学び続け
る教師、変化に
対応できる教
師」を目指し、
事故のない安全
安心な学校運営
の推進をはか
る。 
２ 地域との連
携を深めなが
ら、生徒にとっ
て安全安心な学
校環境を構築す
る。 

１ 若手職員を
中心に「学び続
ける教師、変化
に対応できる教
師」を目指した
研修を行うとと
もに、安全安心
な学校運営のた
めの事故防止の
意識を啓発する
取組を行う。 
２ 防災研修を
充実させるとと
もに、地域との
連携を深める。 

１ 若手職員が
主体となり学び
続け、変化に対
応できる職員集
団を形成する。
また、事故防止
会議を中心とし
て日ごろから事
故防止の意識啓
発に努める。 
２ 実践的な防
災意識の向上。 
・広範囲を対象
とした実践的な
防災研修を実施
する。 
・ファイヤーガ
ードクラブの活
動を充実させ、
地域との連携を
推進する。 

１ 学び続け、
変化に対応でき
る教師を目指し
若手職員が主体
的に行動できた
か。 
・定期的な事故
防止会議は実施
できたか。 
２ 実際を意識
した防災意識が
向上したか。 
・防災研修の参
加者が広範囲に
な り 増 加 し た
か。 
・生徒の防火・
防 災 活 動 が 増
え、地域との連
携の機会、参加
者 が 増 加 し た
か。 

１ 若手職員を中心
に、臨時休業中の対
応としてのオンライ
ン学習やグーグルク
ラスルームの研修や
タブレットを使用し
た研修を行った。 
・定期的な事故防止
会議は、グループご
とに担当を決め毎月
行った。 
２ 新型コロナの影
響で、学校内外とも
に十分な研修ができ
ず、活動は不十分だ
った。 
・地域との連携も、
地域自体で活動が行
われず、ごく限られ
た活動になった。 

１ 若手職員が主体
的に行動すること
は、変化に対応する
ためには不可欠であ
り、大変効果があっ
た。 
・事故不祥事を自分
事と考えられるよう
な仕組みを構築する
ことが課題である。 
 
 
２ コロナ禍で実施
可能なことを模索し
ながら、本格的に実
施可能になることに
備えて準備をする。 
・コロナ禍での防災
の在り方について、
情報を集めるととも
に可能なものから実
施していく。 

２ 自治会としても
コロナ禍で発生する
大地震災害（複合災
害）を想定とした防
災訓練について、普
段から各学校との連
携を従前にも増して
図っていくことが必
要と感じています。 
・全国の先駆者的な
ファイヤーガードク
ラブが将来の地域防
災の担い手として期
待しているところで
もあります。 
今後、更なるファイ
ヤーガードクラブの
充実と併せ、外部へ
の情報発信もできた
ら良いのではないで
しょうか。 

１ ＩＣＴを利活用した授業の
実践やその研修を実施できたこ
とは、有益であった。全職員に
普及させることが課題である。 
・定期的に不祥事防止会議が開
催できたことは、職員全体の共
通認識と共通理解を得られた。
他人事としない雰囲気作りが必
要である。 
 
２ ファイヤーガードクラブ活
動を始めとして、必要最低限の
防災研修は実施できた。地域と
連携した様々な災害を想定した
訓練が必要である。 
 

１ 研究授業や授業観察の機会
を利用して、全職員が何らかの
形でＩＣＴを利活用した授業の
実践をする。 
・定期的に行っている事故防止
会議を利用して、多くの職員を
講師とした研修を実施する。 
 
２ 自治体や地域との連携・協
力をさらに進め、災害時に的確
な対応ができる体制づくりを進
める。 

 


